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はじめに

学校法人　東筑紫学園

建学の精神

本学は宇宙の根源をなす神の意志を以て心とする平和理念に基づいた教育を根本方針とし、

学長自ら堅い信念と、強い実践力を以て其の陣頭に立ち、高い教養と豊かな情操を養い、

心・技・美、一如の実際に即した専門教育を授け、心身共に健全にして、

人類社会の福祉に貢献できる人材を育成することを建学の精神としている。

地域貢献の方針

　建学の精神「筑紫の心」の勇気・親和・愛・知性の四つの徳目を育てていくことが本学の教育

理念であり、教育全般についての考え方の根幹となっている。この「筑紫の心」を教育および研

究活動に浸透させながら、地域社会と密接に関わることは重要な使命であり、地域における教

育・研究の拠点として、生涯教育・キャリア教育の中核的な役割を担う必要があると考えている。

このようなことから、地域の社会的活動に関与しながら教育・研究の成果を地域社会へ還元する

と共に、地域社会と親密なパートナーシップを果たすべく公開講座・支援講座を積極的に展開

している。
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昭和11年 3月 筑紫洋裁女学院を創立。
昭和18年11月 財団法人東筑紫技芸女学校創立。理事長、校長に宇城信五郎就任。
昭和22年 3月 財団法人東筑紫技芸女学校を財団法人東筑紫学園に改称する。

理事長に宇城カ子就任。
昭和22年 3月 専門学校令による東筑紫女子専門学校を設置し、校長に宇城カ子就任。
昭和22年 4月 学制改革により東筑紫技芸女学校が東筑紫女子中学校となる。
昭和23年 3月 東筑紫高等学校を設置し、校長に宇城カ子就任。
昭和25年 3月 東筑紫短期大学設立、被服科設置、学長に友枝高彦就任。
昭和25年 8月 理事長に宇城信五郎就任。
昭和26年 3月 財団法人東筑紫学園を改め学校法人東筑紫学園とする。

理事長に宇城信五郎就任。
昭和26年 4月 東筑紫幼稚園を設置。
昭和26年 9月 東筑紫短期大学開学により東筑紫女子専門学校を発展的に廃止。
昭和27年11月 初代学長友枝高彦辞任し、後任に宇城信五郎就任。
昭和29年 4月 短期大学に保育科増設。
昭和31年11月 創立20周年記念式典挙行。
昭和33年 3月 講堂完成。
昭和33年 4月 短期大学に栄養科増設。
昭和38年 4月 東筑紫高等学校を東筑紫短期大学附属高等学校に、

東筑紫女子中学校を東筑紫短期大学附属中学校に、
東筑紫幼稚園を東筑紫短期大学附属幼稚園にそれぞれ名称変更。

昭和38年 5月 体育館完成。
昭和41年 4月 短期大学栄養科を食物栄養科に名称変更。
昭和41年 4月 1号館完成。
昭和41年 5月 創立30周年記念式典挙行。
昭和44年 4月 短期大学被服科を被服専攻と服飾美術専攻に専攻分離。
昭和46年 4月 学長宇城信五郎辞任し、理事長専任となる。学長に根津菊次郎就任。
昭和49年 6月 学長に宇城信五郎就任。
昭和51年 4月 創立40周年記念式典挙行、鉄筋4階建記念図書館完成。
昭和55年 3月 学友会館完成。
昭和55年 6月 学長に宇城カ子就任。
昭和56年 1月 3号館完成。
昭和56年 5月 創立45周年記念式典挙行。
昭和57年 1月 学園創立者・理事長宇城信五郎死去。
昭和57年 2月 理事長に宇城カ子就任。
昭和60年 9月 宇城記念館完成。
昭和61年 4月 東筑紫短期大学附属中学校を東筑紫学園中学校に名称変更。
昭和61年11月 創立50周年記念式典挙行。
平成元年 4月 短期大学被服科を生活文化学科に、保育科を保育学科に、

食物栄養科を食物栄養学科にそれぞれ名称変更。
東筑紫学園中学校を照曜館中学校に名称変更。

平成 2年 4月 学長に宇城照燿就任。
平成 3年11月 創立55周年記念式典挙行。
平成 4年 4月 東筑紫短期大学附属高等学校を東筑紫学園高等学校に名称変更。
平成 8年10月 創立60周年記念式典挙行。
平成10年10月 九州栄養福祉大学、東筑紫短期大学専攻科設置準備室発足。

設置準備室長に室井廣一就任。
平成13年 2月 2号館完成。
平成13年 4月 理事長に宇城照燿就任。九州栄養福祉大学設立、食物栄養学部・食物栄養学科設置。

学長に宇城照燿就任。東筑紫短期大学学長に室井廣一就任。
平成14年 4月 短期大学に専攻科（介護福祉専攻）設置。
平成15年12月 学園創立者宇城カ子死去。
平成16年 4月 九州栄養福祉大学学長に室井廣一就任。

専門学校九州リハビリテーション大学校を継承・開学。学校長に室井廣一就任。
平成17年 4月 九州栄養福祉大学大学院設立（食物栄養学研究科 食物栄養学専攻修士課程）。
平成18年 4月 短期大学に美容ファッションビジネス学科を設置。
平成18年12月 創立70周年記念式典挙行。
平成19年 4月 専門学校九州リハビリテーション大学校を四年制専門学校高度専門士課程に変更。
平成20年 3月 東筑紫短期大学生活文化学科廃止。
平成22年 3月 専門学校九州リハビリテーション大学校修業年限三年制終了。
平成22年10月 九州栄養福祉大学リハビリテーション学部理学療法学科、作業療法学科設置認可。
平成23年 3月 専門学校九州リハビリテーション大学校学生募集停止。

小倉北区キャンパス5号館完成。
平成23年 4月 九州栄養福祉大学にリハビリテーション学部（理学療法学科・作業療法学科）設置。
平成24年 3月 小倉南区キャンパス5号館完成。

沿　　　革

-2-



１　法人の概要

法人の名称 学校法人東筑紫学園

住　　　所 北九州市小倉北区下到津五丁目１番１号

創立年月日 昭和１１年３月３日

（１）設置する学校・学部・学科等 （平成23年4月1日現在）

（２）当該学校・学部・学科等の入学定員、学生数の状況 （平成23年5月1日現在）

１年 ２年 ３年 ４年 計
大学院食物栄養学研究科 4 8 0 0 1 1

食物栄養学科 100 400 110 110 116 110 103 439
３年次編入学 10 20 7 7 7 14
理学療法学科 80 80 83 83 83
作業療法学科 40 40 42 42 42

計 234 548 242 235 117 117 110 579
美容ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 85 170 67 70 78 148

150 300 148 149 132 281
100 200 110 110 103 213

専攻科(介護福祉専攻) 30 30 24 24 24
計 365 700 349 353 313 666

理学療法学科 240 72 61 82 215
作業療法学科 120 15 13 22 50

計 360 87 74 104 265
450 1,350 419 421 441 449 － 1,311
100 300 86 86 65 73 － 224
240 240 63 56 86 77 － 219

計 1,389 3,498 1,159 1,151 1,109 790 214 3,264

（３）役員・教職員の概要

（平成23年5月1日現在）

理事長 　　宇城照燿

常務理事 　　室井廣一

理事 　　大橋登美男、大里進子、明城康男、市橋安子、丹下八郎、永濱初子、魚住哲彦

監事 　　木下健治、磯部久治

評議員 　　25名

教職員

専任教員 専任職員
（常勤含む） （常勤含む）

九州栄養福祉大学 40 25 65 25 2 27
東筑紫短期大学 43 49 92 28 8 36
専門学校九州ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ大学校 12 51 63 1 1 2
東筑紫学園高等学校 78 17 95 14 0 14
照曜館中学校 16 1 17 2 0 2
東筑紫短期大学附属幼稚園 12 2 14 1 1 2
法人事務局 0 0 0 3 2 5

計 201 145 346 74 14 88

全日制課程

　在　　籍　　者　　数
収容定員入学者数

計

東筑紫短期大学附属幼稚園

入学定員

計非常勤

専門学校九州ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ大学校
東筑紫学園高等学校

設置する学校

役　員 

専門学校九州ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ大学校
(平成23年度より募集停止)

東筑紫短期大学

九州栄養福祉大学

非常勤

設置する学校・学部・学科

食物栄養学部 

照曜館中学校
東筑紫短期大学附属幼稚園

照曜館中学校
東筑紫学園高等学校

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部
(平成23年度新設)

保育学科
食物栄養学科

　　学　部　学　科　名

理学療法学科、作業療法学科

大学院 食物栄養学研究科

美容ファッションビジネス学科、保育学科、食物栄養学科、専攻科

　　　　　　　設置する学校

東筑紫短期大学
リハビリテーション学部 理学療法学科、作業療法学科

九州栄養福祉大学・大学院 食物栄養学部 食物栄養学科
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・ 九州栄養福祉大学・大学院 福岡県北九州市小倉北区下到津５－１－１

・ 東筑紫短期大学 福岡県北九州市小倉北区下到津５－１－１

・ 東筑紫学園高等学校 福岡県北九州市小倉北区清水４－１０－１

・ 照曜館中学校 福岡県北九州市小倉北区清水４－１０－１

・ 東筑紫短期大学附属幼稚園 福岡県北九州市小倉北区下到津５－３－１４

・ 専門学校九州リハビリテーション大学校 福岡県北九州市小倉南区葛原高松１－５－１

就職指導室

学生寮

学生部

教務課教務部

総務課

庶務課

学生指導課

就職指導室

九州栄養福祉大学・大学院
　小倉南区キャンパス

評議員会

　小倉北区キャンパス

   東筑紫短期大学

事務室

学校法人　東筑紫学園の概要（平成23年4月１日現在）

理 事 長

学生部

情報管理センター

理 事 会

監      事

学務調査役

事務部

教務部
九州栄養福祉大学・大学院

会計課

事務室図書館

教務課

企画広報課

就職指導課

学生寮

企画情報室

学生指導課

総務課

経理課
法人事務局

　　　　設置学校の所在地　（平成23年4月１日現在）

東筑紫学園高等学校

照 曜 館 中 学 校

東筑紫短期大学附属幼稚園

事務室

事務室

専門学校
九州リハビリテーション大学校

事務室

教学部
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２ 事業の概要 
 

 ○九州栄養福祉大学 
 

 九州栄養福祉大学は、平成 13 年、「食医・食の番人」的な役割を果たす管理栄養士養成専門大学として   

誕生し、これまで多くの人材を輩出してきましたが、平成23年度にも食物栄養学部第8期生109名、大学院

食物栄養学研究科第 6 期生 1 名が巣立っていきました。また、施設設備関係では、新設学部（リハビリ    

テーション学部）設置認可申請に係る建物（小倉南区キャンパス5号館）が完成した他、生物顕微鏡等93点

の教育研究用機器備品を購入し、教育研究環境の充実に努めました。 

 

【リハビリテーション学部（理学療法学科・作業療法学科）設置】 

本学では、平成23年4月、｢専門学校九州リハビリテーション大学校｣を母体として、新たに理学療法学科、

作業療法学科の 2 学科より成る｢九州栄養福祉大学リハビリテーション学部」を設置し、新入生 125 名   

（理学療法学科83名、作業療法学科42名）を受け入れました。これにより、食物栄養学部(食物栄養学科)、

リハビリテーション学部(理学療法学科・作業療法学科)の 2 学部 3 学科の大学となり、リハビリテーション

の大切さを知る管理栄養士と、食生活の重要性を知る理学療法士・作業療法士の養成が可能となりました。 

 

【研究活動】 

 公的研究費では、科学研究費補助金1件（若手研究(B)：継続分）が採択されました。 

 

【入試結果】 

 九州栄養福祉大学の平成23年度入試結果は以下の通りです。 

平成23年度入試結果 入学志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

食物栄養学部食物栄養学科 511 510 199 110 

リハビリテーション学部理学療法学科 146 145 103 83 

リハビリテーション学部作業療法学科 62 62 56 42 

 

 

 ○東筑紫短期大学 
  

 東筑紫短期大学では、全学で 314 名（美容ファッションビジネス学科：75 名、保育学科：115 名、食物栄

養学科：101 名、専攻科：23 名）の卒業生が巣立っていきましたが、進学希望者等を除く 256 名が就職を希

望し、全学で 96.1％※の就職率（美容ファッションビジネス学科：93.2％※、保育学科：99.0％※、食物栄養

学科：93.4％※、専攻科：100％※）という結果を残しております。設備関係では、電気消毒保管庫等 35 点の

教育研究用機器備品やマイクロバス1台を購入いたしました。      （※就職率は平成24年 5月 1日現在） 

                 

【研究活動】 

 公的研究費として、科学研究費補助金1件（基盤研究(C)：継続分）が採択されました。 

 

【入試結果】 

 東筑紫短期大学の平成23年度入試結果は以下の通りです。 

平成23年度入試結果 入学志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

美容ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 83 83 71 67 

保育学科 187 187 162 148 

食物栄養学科 141 141 126 110 

専攻科（介護福祉専攻） 24 24 24 24 
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 ○専門学校九州リハビリテーション大学校 
 

 専門学校九州リハビリテーション大学校は、平成 16 年に旧労働福祉事業団から継承開学いたしましたが、

九州栄養福祉大学リハビリテーション学部（理学療法学科・作業療法学科）が設置されることに伴い、平成

23年より募集停止となりました。施設関係では、旧九州労災病院跡地（12,573.92㎡）を取得いたしました。 

 

 

○東筑紫学園高等学校 
 

 東筑紫学園高等学校は、平成24年度大学入試において、京都大学・大阪大学・広島大学・岡山大学・九州

大学等の国公立大学、早稲田大学・慶應義塾大学・上智大学・東京理科大学・明治大学他多数の私立大学に

合格者を輩出することができました。また、医学部では、山口大学・長崎大学・産業医科大学等への合格実

績を残しています。施設設備関係では、建設仮勘定支出として学校総合管理システムのための支出を行いま

した。そのほか、折畳みテーブル等440点の教育研究用機器備品も購入いたしました。 

 

【入試結果】 

 東筑紫学園高等学校の平成23年度入試結果は以下の通りです。 

平成23年度入試結果 入学志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

東筑紫学園高等学校 2,038 1,992 1,786 419 

 

 

 ○照曜館中学校 
 

 照曜館中学校は、九州初の男女共学中高一貫校として、20 年以上にわたり、習熟度別クラス編成、個別指

導の強化など独特なカリキュラムによる教科指導を実施してまいりました。また、生活面でも｢集団宿泊研修｣、

｢新入生歓迎遠足｣、｢校内オリンピック｣などの学内行事により、豊かな人間形成に努めてまいりました。  

平成 23年度においても、これらの行事を行うとともに、施設設備関係では、職員室拡張や保健室移設に係る

建物支出を行った他、靴ロッカーや標本模型等7点の教育研究用機器備品を購入いたしました。 

 

【入試結果】 

 照曜館中学校の平成23年度入試結果は以下の通りです。 

平成23年度入試結果 入学志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

照曜館中学校 317 310 257 86 

 

 

 ○東筑紫短期大学附属幼稚園 
 

 東筑紫短期大学附属幼稚園では、昭和26年の開園以来、東筑紫短期大学保育学科の実習園として、幼児教

育の実践研究を推進してまいりました。平成 23 年度も年間の保育計画に沿って行事等を実施いたしました。

また、九州栄養福祉大学・東筑紫短期大学・専門学校九州リハビリテーション大学校との共催による子育て

支援事業では、お弁当作りやリハビリ体操をテーマに｢子育ち・親育ちの会｣を 7 回開催いたしました。設備

関係では、複合機等26点の教育研究用機器備品を購入いたしました。 

 

 



３　財務の概要

資産・負債の概要
　本学園の資産総額は157億967万円で前年度末に対して2.8％増加、負債総額は17億117万円で前年比
1.1％減少、また資産総額から負債総額を引いた純資産額は 140億849万円で前年比3.3％増加しました。
　取得資産の主なものは、九州栄養福祉大学リハビリテーション学部設置申請に伴う建物（小倉南区キャンパス
5号館）等の施設、教育研究用機器備品、図書、車両（短大マイクロバス1台、幼稚園送迎バス1台）等です。
　また、負債の部では高等学校借入金返済予定額4,000万円を返済し、総負債比率は10.8％（対前年度比
0.5％減少）になり、全国平均12.8％を2.0％下回るまでに改善されました。

( 単位:千円 ）

 収　　　入　　　の　　　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金収入 2,343,012 2,348,489 △ 5,477

手数料収入 67,808 69,254 △ 1,446

寄付金収入 61,935 64,497 △ 2,562

補助金収入 858,680 870,214 △ 11,534

　国庫補助金収入 194,550 194,550 0

　地方公共団体補助金収入 664,130 675,664 △ 11,534

資産運用収入 17,000 18,034 △ 1,034

事業収入 18,000 22,558 △ 4,558

雑収入 97,694 112,689 △ 14,995

前受金収入 475,770 518,905 △ 43,135

その他の収入 456,693 467,096 △ 10,403

資金収入調整勘定 △ 611,741 △ 607,003 △ 4,738

前年度繰越支払資金 2,079,428 2,079,428

収入の部合計 5,864,279 5,964,161 △ 99,882

 支　　　出　　　の　　　部

科　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

人件費支出 2,053,266 2,022,241 31,025

教育研究経費支出 543,748 483,633 60,115

管理経費支出 248,960 221,821 27,139

借入金等利息支出 5,800 5,642 158

借入金等返済支出 40,000 40,000 0

施設関係支出 484,362 484,362 0

設備関係支出 70,650 68,378 2,272

資産運用支出 245,430 245,401 29

その他の支出 44,940 54,911 △ 9,971

     (          0)
6,700

資金支出調整勘定 △ 12,650 △ 11,649 △ 1,001

次年度繰越支払資金 2,133,073 2,349,421 △ 216,348

支出の部合計 5,864,279 5,964,161 △ 99,882

資金収支計算書概要

平成23年 4月 1日から

〔予　備　費〕 6,700

平成24年 3月31日まで

学生生徒等からの授業料や入学金な
どです。

短期大学、専門学校学生寮の収支を
純額で表示しています。

主なものは私学退職金団体からの交
付金収入です。

期末未収入金と前期末前受金から成り
ます。

期末未払金です。

取得した施設で主なものは
以下の通りです。

大　　　学－新設学部建物　3億5,326万円
　　　　　　　（小倉南区ｷｬﾝﾊﾟｽ5号館）
高等学校－建設仮勘定　　3,150万円
　　　　　　　（学校総合管理システム更新）
中　　　学－建物支出　　　　750万円
　　　　　　　（職員室拡張、保健室移設等）
専門学校－土地支出　　　9,210万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（隣接地取得）

教育研究用機器備品や図書などを取得
するための支出です。

入学金及び翌年度授業料等です。
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( 単位:千円 ）

 消　費　収　入　の　部

科　　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金 2,343,012 2,348,489 △ 5,477

手数料 67,808 69,254 △ 1,446

寄付金 62,755 65,323 △ 2,568

補助金 858,680 870,214 △ 11,534

  国庫補助金 194,550 194,550 0

　地方公共団体補助金 664,130 675,664 △ 11,534

資産運用収入 17,000 18,034 △ 1,034

事業収入 18,000 22,558 △ 4,558

雑収入 31,484 42,538 △ 11,054

帰属収入合計 3,398,739 3,436,410 △ 37,671

基本金組入額合計 △ 570,162 △ 566,758 △ 3,404

消費収入の部合計 2,828,577 2,869,652 △ 41,075

 消　費　支　出　の　部

科　　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人件費 2,020,040 1,989,332 30,708

教育研究経費 828,197 768,013 60,184

　　（うち減価償却額） （284,450） （284,380） （70）

管理経費 257,500 230,198 27,302

　　（うち減価償却額） （8,540） （8,377） （163）

借入金等利息 5,800 5,642 158

徴収不能引当金繰入額 2,279 2,279 0

(          0 )
6,700

消費支出の部合計 3,120,516 2,995,464 125,052

当年度消費支出超過額 291,939 125,812

前年度繰越消費収入超過額 26,930 26,930

基本金取崩額 24,460 24,439

翌年度繰越消費支出超過額 240,549 74,443

※1

※1学校法人会計基準第29条では、「学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきも
のとして、その帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金とする」と定めています。

学校法人会計基準第31条の改正により、基本金取崩し要件が緩和されました。※2

※2

消費収支計算書概要

平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

6,700〔予　備　費〕

消費支出構成比率

人件
費,
66%

教育
研究
経費
26%

管理
経費,
8%

帰属収入構成比率

手数
料, 2%

寄付
金, 2%

事業
収入,
1% 雑収

入, 1%

資産
運用
収
入,1%

学生
生徒
等納
付金,
68%

補助
金,
25%
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（　単位：千円　)　

本年度末 前年度末 増　　　減

12,932,362 12,787,573 144,789

10,357,126 10,096,317 260,809

土地 3,117,315 3,025,215 92,100

建物 6,337,536 6,168,858 168,678

その他の有形固定資産 902,275 902,244 31

2,575,236 2,691,256 △ 116,020

2,777,305 2,500,524 276,781

現金預金 2,349,421 2,079,428 269,993

その他の流動資産 427,884 421,096 6,788

15,709,667 15,288,097 421,570

本年度末 前年度末 増　　　減

788,094 790,851 △ 2,757

長期借入金 320,000 360,000 △ 40,000

その他の固定負債 468,094 430,851 37,243

913,080 929,698 △ 16,618

短期借入金 40,000 40,000 0

その他の流動負債 873,080 889,698 △ 16,618

1,701,174 1,720,549 △ 19,375

本年度末 前年度末 増　　　減

13,815,936 13,273,618 542,318

60,000 60,000 0

207,000 207,000 0

14,082,936 13,540,618 542,318

本年度末 前年度末 増　　　減

0 26,930 △ 26,930

74,443 0 74,443

△ 74,443 26,930 △ 101,373

本年度末 前年度末 増　　　減

負債の部、基本金の部及び
消費収支差額の部合計

15,709,667 15,288,097 421,570

科　　　　　　　　目

翌年度繰越消費収入超過額

消費収支差額の部合計

科　　　　　　　　目

翌年度繰越消費支出超過額

第３号基本金

第４号基本金

基本金の部合計

消費収支差額の部

負債の部合計

基本金の部

科　　　　　　　　目

第１号基本金

負     債     の     部

科　　　　　　　　目

固定負債

流動負債

貸借対照表概要

平成24年3月31日

資　　　産　　　の　　　部

科　　　　　　　　目

資産の部合計

固定資産

有形固定資産

その他の固定資産

流動資産

翌年度借入金返済予定額(高等学校)
（4,000万円）

翌年度以降の借入金残高(高等学校)
（3億2,000万円）

本年度末資産総額　157億967万円
（前年度比2.8％増加）

本年度末負債総額　17億117万円
（前年度比1.1％減少）
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（参考）学校法人会計について 

 

私立学校振興助成法（昭和 50年 7月 11日法律第 61号）の規定により、国や地方公共団体から経常的経費の補助

を受ける学校法人は、文部科学大臣が定める基準「学校法人会計基準（昭和 46年 4月 1日文部省令第 18号）」に基

づき、計算書類を作成し、これを提出することが義務づけられています。「学校法人会計基準」における主な規定と

しては、以下のようなものがあります。 

 

（学校法人会計の基準） 

第 1 条 私立学校振興助成法（昭和 50 年法律第 61 号。以下「法」という。）第 14 条第 1 項に規定する学校法人    

（法附則第 2条第 1項に規定する学校法人以外の私立の学校の設置者にあっては、同条第 3項の規定による特別の

会計の経理をするものに限るものとし、以下「学校法人」という。）は、この省令で定めるところに従い、会計処

理を行ない、財務計算に関する書類（以下「計算書類」という。）を作成しなければならない。 

 

（計算書類） 

第 4条 学校法人が作成しなければならない計算書類は、次に掲げるものとする。 

一 資金収支計算書及びこれに附属する次に掲げる内訳表 

イ 資金収支内訳表 

ロ 人件費支出内訳表 

二 消費収支計算書及びこれに附属する消費収支内訳表 

三 貸借対照表及びこれに附属する次に掲げる明細表 

イ 固定資産明細表 

ロ 借入金明細表 

ハ 基本金明細表 

 

（資金収支計算の目的） 

第６条 学校法人は、毎会計年度、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並びに当該会計年

度における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金をいう。以下同じ。）の収入及び支出のてん

末を明らかにするため、資金収支計算を行なうものとする。 

 

（資金収支計算の方法） 

第７条 資金収入の計算は、当該会計年度における支払資金の収入並びに当該会計年度の諸活動に対応する収入で前

会計年度以前の会計年度において支払資金の収入となったもの（第 11条において「前期末前受金」という。）及び

当該会計年度の諸活動に対応する収入で翌会計年度以後の会計年度において支払資金の収入となるべきもの（第 11

条において「期末未収入金」という。）について行なうものとする。 

２ 資金支出の計算は、当該会計年度における支払資金の支出並びに当該会計年度の諸活動に対応する支出で前会計

年度以前の会計年度において支払資金の支出となったもの（第 11条において「前期末前払金」という。）及び当該

会計年度の諸活動に対応する支出で翌会計年度以後の会計年度において支払資金の支出となるべきもの（第 11 条

において「期末未払金」という。）について行なうものとする。 
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（消費収支計算の目的） 

第 15 条 学校法人は、毎会計年度、当該会計年度の消費収入及び消費支出の内容及び均衡の状態を明らかにする  

ため、消費収支計算を行なうものとする。 

 

（消費収支計算の方法） 

第 16 条 消費収入は、当該会計年度の帰属収入（学校法人の負債とならない収入をいう。以下同じ。）を計算し、   

当該帰属収入の額から当該会計年度において第 29条及び第 30条の規定により基本金に組み入れる額を控除して計

算するものとする。 

２ 消費支出は、当該会計年度において消費する資産の取得価額及び当該会計年度における用役の対価に基づいて計

算するものとする。 

３ 消費収支計算は、前項の規定により計算した消費収入と消費支出を対照して行なうものとする。 

 

（基本金） 

第 29 条 学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、  

その帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金とする。 

 

（貸借対照表の記載方法） 

第 32 条 貸借対照表には、資産の部、負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部を設け、資産、負債、基本金    

又は消費収支差額の科目ごとに、当該会計年度末の額を前会計年度末の額と対比して記載するものとする。 

 

（附属明細表の記載方法等） 

第 36 条 固定資産明細表、借入金明細表及び基本金明細表には、当該会計年度における固定資産、借入金及び基本

金の増減の状況、事由等をそれぞれ第 7号様式、第 8号様式及び第 9号様式に従って記載するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



帰属収入と帰属収支差額の推移
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全国平均

(大学法人)

 固定資産

 総 資 産

有形固定資産

総資産

その他の固定資産

総資産

 流動資産

 総 資 産

 固定負債

 総 資 金

 流動負債

 総 資 金

運用資産－総負債

総資産

運用資産－外部負債

消費支出

 自己資金

 総 資 金

 消費収支差額

 総 資 金

 固定資産

 自己資金

 固定資産

 自己資金＋固定負債

 流動資産

 流動負債

 総 負 債

 総 資 産

 総 負 債

 自己資金

 現金預金

 前 受 金

 退職引当金特定預金（資産）

 退職給与引当金

 基本金

 基本金要組入額

 減価償却累計額

 減価償却資産取得価額

 人件費

 帰属収入

 人件費

 学生生徒等納付金

 教育研究費

 帰属収入

 管理経費

 帰属収入

 借入金等利息

 帰属収入

帰属収入－消費支出

帰属収入

 消費支出

 消費収入

 学生生徒等納付金

 帰属収入

 寄付金

 帰属収入

 補助金

 帰属収入

 基本金組入額

 帰属収入

 減価償却額

 消費支出
9.8%

68.3%

1.9%
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平成23年度

82.3%

65.9%

16.4%

9.3%

10.4%

148.2%

70.0%

2.0%

33.5%

△

22.1%

39.5%

81.0%

23.1%

269.0%

11.3%

12.7%

399.0%

1.46

88.7%

0.2%

94.3%

△

6.6%

平成22年度

83.6%

66.0%

17.6%

16.4%

5.2%

6.1%

22.7%

78.4%

▼

▼

1.16

82.3%

1.9%

100.1%

15.9%

17.7%

10.8%

6.9%

9.6%

22.2%

6.1%

9.5%～ 10.0%

～

12 減価償却費比率 11.5%

21.0%

2.9%

21.1%

5.7%

10 △

11 △基本金組入率

90.5%

9 △ 1.8% 1.9%

8 71.4%

89.2%▼

70.8%

7 消費収支比率

4

56.7%

人件費依存率 72.0% 81.1%▼

55.9% 58.5%

3

6

0.4%

2消
　
費
　
収
　
支
　
計
　
算
　
書
　
関
　
係
　
比
　
率

1 人件費比率 52.9%

5

12.4%

～17 減価償却比率 45.0%

97.3% 97.7%90.6%16 基本金比率 97.0%

100.0% 100.0%100.0%15
退職給与引当預金
率

69.4%

399.5%399.9%

21.5% 19.2%

405.5%

▼13 負債比率 14.7%

17.7% 16.1%12 総負債比率 12.8% ▼

88.5% 89.1% 87.4%90.2%10 固定長期適合率 92.1% ▼

9 固定比率 99.8% ▼

8
消費収支差額構成
比率

-9.3% △

7 自己資金構成比率 87.2% △

6 運用資産余裕比率 1.8 △

5 内部留保資産比率 25.6% △

4 流動負債構成比率 5.5% ▼

3 固定負債構成比率 7.4% ▼

2 流動資産構成比率 13.0% △

1-3
その他の固定資産
構成比率

25.4%

1-2
有形固定資産構成
比率

61.6% ▼

貸
　
借
　
対
　
照
　
表
　
関
　
係
　
比
　
率

1 固定資産構成比率 87.0% ▼

15.9%

66.4%

△ 20.8% 23.5%

△

14 前受金保有率 305.8%

△11 流動比率 236.6%

平成20年度平成19年度

82.3% 83.5%

区                      分

   財務比率推移表（平成19年度～平成23年度）

評価

学生生徒等納付金
比率

▼

△

255.1%

寄付金比率

13.4%

2.6%

補助金比率

110.5%

73.4%

7.8%

0.6%

6.2%

0.7%

64.0%

19.5%

16.5%

9.7%

6.5%

19.8%

1.32

83.9%

4.0%

99.6%

89.3%

0.6%

57.4%

255.5%

100.0%

91.6%

32.3%

15.5%

8.6%

6.3%

23.2%

1.52

85.1%

5.0%

99.3%

平成21年度

84.5%

61.8%

22.7%

244.6%

14.9%

17.5%

△

12.2%

100.0%

92.7%

15.9%

34.8%

84.4%

22.7%

7.1%

30.5%

教育研究経費比率

管理経費比率

4.4%

8.8%

借入金等利息比率

帰属収支差額比率

30.9%

財務比率の高低の評価は次のとおりです。　　　△　高い値がよい　　　▼　低い値がよい　　　～　どちらともいえない

0.6%

全国平均は日本私立学校振興・共済事業団「平成23年度版今日の私学財政」より医歯系法人を除く大学法人の全国平均を記載しています。

11.0%

94.7%

69.3%

2.0%
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　財務比率推移グラフ（平成19年度～平成23年度）

　１.貸借対照表関係比率①～⑥
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①　固定資産構成比率
（▼：低い値が良い）

84.5% 82.3%83.6%

82.3% 83.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　87.0%（全国）
短大法人　85.3%（全国）
高校法人　89.5%（県内）

①-2　有形固定資産構成比率
（▼：低い値が良い）

66.4% 65.9%66.0%61.8%64.0%

0%

20%

40%

60%

80%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　61.6%（全国）
短大法人　62.6%（全国）
高校法人　64.2%（県内）

①-3　その他固定資産構成比率
（△：高い値が良い）

15.9%

16.4%
17.6%

22.7%

19.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　25.4%（全国）
短大法人　22.7%（全国）
高校法人　25.2%（県内）

②　流動資産構成比率
（△：高い値が良い）

16.5%
17.7%

16.4%15.5%
17.7%

0%

5%

10%

15%

20%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　13.0%（全国）
短大法人　14.7%（全国）
高校法人　10.5%(県内）

③　固定負債構成比率
　　（▼：低い値が良い）

9.7%

5.0%5.2%
8.6%

10.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　7.4%（全国）
短大法人　6.3%（全国）
高校法人　6.5%（県内）

④流動負債構成比率
（▼：低い値が良い）

6.9% 6.5% 6.3% 6.1%

5.8%

0%

2%

4%

6%

8%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　5.5%（全国）
短大法人　5.5%（全国）
高校法人　6.1%（県内）

⑤　内部留保資産比率
（△：高い値が良い）

22.7% 23.2%

19.8%

23.2%

15.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　25.6%（全国）
短大法人　25.6%（全国）
高校法人　23.2%（県内）

⑥　運用資産余裕比率
（△：高い値が良い）

1.16

1.551.46

1.52
1.32

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　1.8年（全国）
短大法人　1.7年（全国）
高校法人　1.0年（県内）



　財務比率推移グラフ（平成19年度～平成23年度）

　１.貸借対照表関係比率⑦～⑭
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⑦　自己資金構成比率
（△：高い値が良い）

89.2%88.7%85.1%83.9%

82.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　87.2%（全国）
短大法人　88.2%（全国）
高校法人　87.5%（県内）

⑧　消費収支差額構成比率
（△：高い値が良い）

1.9%

4.0%

5.0%

0.2%

-0.5%
-1%

0%
1%

2%

3%

4%
5%

6%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人-9.3%（全国）
短大法人-12.1%（全国）
高校法人-16.2%(県内）

⑨　固定比率（▼：低い値が良い）

92.3%94.3%

99.3%

99.6%100.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人  99.8%（全国）
短大法人　96.7%（全国）
高校法人 102.3%(県内）

⑩　固定長期適合率
（▼：低い値が良い）

87.4%89.1%90.2%89.3%88.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　92.1%（全国）
短大法人　90.3%（全国）
高校法人　95.2%（県内）

⑪　流動比率（△：高い値が良い）

304.2%
269.0%244.6%

255.5%255.1%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　236.6%(全国)
短大法人　266.3%(全国)
高校法人　173.8%(県内)

⑫　総負債比率（▼：低い値が良い）

10.8%

11.3%

14.9%16.1%17.7%

0%

5%

10%

15%

20%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　12.8%（全国）
短大法人　11.8%（全国）
高校法人　12.5%（県内）

⑬　負債比率（▼：低い値が良い）

17.5%

12.7% 12.1%

21.5%

19.2%

0%

10%

20%

30%

40%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　14.7%（全国）
短大法人　13.4%（全国）
高校法人　14.3%（県内）

⑭　前受金保有率（△：高い値が良い）

399.9%

405.5% 399.5% 399.0%
452.8%

0%

100%

200%

300%

400%

500%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　305.8%（全国）
短大法人　410.3%（全国）
高校法人　402.2%（県内）



　財務比率推移グラフ（平成19年度～平成23年度）

　１.貸借対照表関係比率⑮～⑰
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⑮　退職給与引当預金率
（△：高い値が良い）

100.0%100.0%100.0%

100.0%100.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
　大学法人　69.4%（全国）
　短大法人　56.5%（全国）
　高校法人　45.6%（県内）

⑯基本金比率（△：高い値が良い）

97.7%97.3%92.7%
91.6%90.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　97.0%（全国）
短大法人　97.3%（全国）
高校法人　97.3%（県内）

⑰　減価償却比率
（～：どちらともいえない）

30.5% 32.3%
34.8%

33.5% 34.4%

0%

10%

20%

30%

40%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　45.0%（全国）
短大法人　48.2%（全国）
高校法人　49.9%（県内）



　財務比率推移グラフ（平成19年度～平成23年度）

　２.消費収支計算書関係比率①～⑧
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②　人件費依存率（▼：低い値が良い）

84.7%81.0%84.4%81.1%78.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　72.0%（全国）
短大法人　96.8%（全国）
高校法人 126.6%(県内）

③　教育研究経費比率
（△：高い値が良い）

22.3%
23.1%

22.7%
23.5%

20.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　30.9%（全国）
短大法人　25.7%（全国）
高校法人　23.8%（県内）

④　管理経費比率（▼：低い値が良い）

6.6% 6.7%
7.8%7.1%

6.2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　8.8%（全国）
短大法人 10.1%(全国）
高校法人　7.4%（県内）

⑤　借入金等利息比率
（▼：低い値が良い）

0.2%0.6%0.6%0.6%0.7%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　0.4%（全国）
短大法人　0.5%（全国）
高校法人　0.5%（県内）

⑥　帰属収支差額比率
（△：高い値が良い）

15.9%

12.2% 10.4%11.0% 12.8%

0%

5%

10%

15%

20%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
  大学法人　4.4%（全国）
  短大法人-0.0%（全国）
  高校法人　3.4%（県内）

⑦　消費収支比率（▼：低い値が良い）

94.7%

148.2%

104.4%

89.2%

90.5%

0%

30%

60%

90%

120%

150%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
　大学法人　110.5%(全国）
　短大法人　111.7%（全国）
　高校法人　104.3%（県内）

⑧学生生徒等納付金比率
（～：どちらともいえない）

68.3%70.0%69.3%70.8%71.4%

0%

20%

40%

60%

80%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
　大学法人　73.4%（全国）
　短大法人　62.8%（全国）
　高校法人　50.5%（県内）

①　人件費比率（▼：低い値が良い）

55.9% 57.4%
58.5%

56.7%
57.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　52.9%（全国）
短大法人　60.8%（全国）
高校法人　64.0%（県内）



　財務比率推移グラフ（平成19年度～平成23年度）

２．消費収支計算書関係比率⑨～⑫、収容定員充足率①
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⑨　寄付金比率（△：高い値が良い）

1.9%2.0%2.0%1.9%1.8%
0%

2%

4%

6%

8%

10%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　2.6%（全国）
短大法人　1.9%（全国）
高校法人　2.6%（県内）

⑩補助金比率（△：高い値が良い）

25.3%
22.1%22.2%

21.0%21.1%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　12.4%（全国）
短大法人　24.5%（全国）
高校法人　40.2%（県内）

⑪　基本金組入率（△：高い値が良い）

16.5%

6.1%5.7% 2.9%

39.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
  大学法人　13.4%（全国）
　短大法人　10.5%（全国）
　高校法人　  7.4%(県内）

⑫　減価償却費比率
（～：どちらともいえない）

9.8%9.3%9.5%9.6%10.0%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

H19 H20 H21 H22 H23

※22年度平均値
大学法人　11.5%（全国）
短大法人　10.6%（全国）
高校法人　  8.5%(県内）

①収容定員充足率（△：高い値が良い）

96.5%96.9% 93.3%94.1%94.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H19 H20 H21 H22 H23

※平均値（23年5月1日現在）
大学部門　  94.6%（全国）
短大部門　　86.3%（全国）
高校部門　　79.5%（全国）



1. 資金収支計算書５ヵ年の推移 （単位 千円）

収　入　の　部

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

学生生徒等納付金収入 2,500,126 2,456,864 2,334,629 2,372,223 2,348,489

手数料収入  67,377 65,670 64,583 66,626 69,254

寄付金収入  64,161 67,280 66,000 65,980 64,497

補助金収入 739,372 730,134 746,367 748,466 870,214

国庫補助金収入 207,764 183,170 178,350 173,060 194,550

地方公共団体補助金収入 531,608 546,964 568,017 575,406 675,664

資産運用収入  18,701 25,875 30,255 25,952 18,034

事業収入  30,529 27,616 23,326 21,090 22,558

雑収入 126,175 184,348 94,619 93,100 112,689

前受金収入 553,569 502,870 494,926 521,095 518,905

その他の収入 189,470 186,272 248,379 1,097,793 467,096

資金収入調整勘定  △ 703,724 △ 705,237 △ 574,649 △ 560,138 △ 607,003

前年度繰越支払資金 2,166,994 2,213,786 2,039,031 1,977,118 2,079,428

収入の部合計 5,752,750 5,755,478 5,567,466 6,429,305 5,964,161

支　出　の　部

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

人件費支出 2,019,655 2,082,887 1,988,493 1,938,310 2,022,241

教育研究経費支出  449,274 536,958 491,567 510,513 483,633

管理経費支出 216,838 200,908 226,318 255,197 221,821

借入金等利息支出 23,474 21,271 18,676 18,760 5,642

借入金等返済支出 138,400 138,400 148,400 606,800 40,000

施設関係支出 20,493 10,448 25,357 558,223 484,362

設備関係支出  76,922 61,722 58,660 261,730 68,378

資産運用支出 560,871 636,308 594,419 172,588 245,401

その他の支出 47,437 40,927 53,422 38,892 54,911

資金支出調整勘定 △ 14,400 △ 13,382 △ 14,964 △ 11,136 △ 11,649

次年度繰越支払資金 2,213,786 2,039,031 1,977,118 2,079,428 2,349,421

支出の部合計 5,752,750 5,755,478 5,567,466 6,429,305 5,964,161

2. 消費収支計算書５ヵ年の推移 （単位 千円）

消　費　収　入　の　部

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

学生生徒等納付金 2,500,126 2,456,864 2,334,629 2,372,223 2,348,489

手数料 67,377 65,670 64,583 66,626 69,254

寄付金 64,161 67,280 66,519 66,994 65,323

補助金 739,372 730,134 746,367 748,466 870,214

資産運用収入  18,701 25,875 30,255 25,952 18,034

事業収入  30,529 27,616 23,326 21,090 22,558

雑収入 82,972 97,171 100,784 88,109 42,538

帰属収入合計 3,503,238 3,470,610 3,366,463 3,389,460 3,436,410

基本金組入額合計 △ 199,954 △ 101,431 △ 204,486 △ 1,339,734 △ 566,758

消費収入の部合計 3,303,284 3,369,179 3,161,977 2,049,726 2,869,652

消　費　支　出　の　部

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

人件費 1,959,760 1,991,678 1,970,990 1,920,726 1,989,332

教育研究経費 728,851 815,517 763,985 784,452 768,013

管理経費 231,071 215,394 239,089 264,388 230,198
借入金等利息 23,474 21,271 18,676 18,760 5,642
資産処分差額 0 2,454 0 47,103 0
徴収不能額 391 0 0 0 0
徴収不能引当金繰入額 1,386 2,205 2,590 3,060 2,279
消費支出の部合計 2,944,933 3,048,519 2,995,330 3,038,489 2,995,464
当年度消費収支超過額 358,351 320,660 166,647 △ 988,763 △ 125,812
前年度繰越消費収支超過額 △ 130,737 288,208 608,868 775,515 26,930
基本金取崩額 60,594 0 0 240,178 24,439
翌年度繰越消費収支超過額 288,208 608,868 775,515 26,930 △ 74,443

   決算額の推移（平成19年度～平成23年度）

科　　　　　　目

科　　　　　　目

科　　　　　　目

科　　　　　　目
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3. 貸借対照表５ヵ年の推移 （単位　千円)　

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

12,430,006 12,792,249 13,126,360 12,787,573 12,932,362

10,027,109 9,806,234 9,605,583 10,096,317 10,357,126

土地 2,963,705 2,963,705 2,970,215 3,025,215 3,117,315

建物 6,261,977 6,087,328 5,918,856 6,168,858 6,337,535

構築物 185,298 166,582 149,197 133,497 115,503

教育研究用機器備品 393,669 362,606 334,652 488,073 514,755

その他の機器備品 33,582 29,434 34,309 37,349 37,647

図書 173,435 181,118 187,592 210,960 217,211

車両 12,443 12,461 7,762 7,945 14,160

建設仮勘定 3,000 3,000 3,000 24,420 3,000

2,402,897 2,986,015 3,520,777 2,691,256 2,575,236

電話加入権 3,064 3,064 3,064 3,064 3,064

有価証券 350 350 350 350 350

退職給与引当特定預金 471,143 467,111 443,473 430,851 468,094

施設設備拡充費引当特定預金 1,820,000 2,380,000 2,938,400 2,121,501 1,968,238

減価償却引当特定預金 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

第３号基本金引当資産 30,000 60,000 60,000 60,000 60,000

出資金 2,850 0 0 0 0

預託金 25,490 25,490 25,490 25,490 25,490

2,664,277 2,525,805 2,405,731 2,500,524 2,777,305

現金預金 2,213,786 2,039,031 1,977,118 2,079,428 2,349,421

未収入金 110,199 150,961 71,272 63,213 84,690

仮払金 2,074 1,765 1,960 416 667

預り金指定預金 220,670 220,351 242,078 255,085 248,014

修学旅行費積立預金 116,727 113,697 113,303 102,382 94,513

宇城奨学金預り金指定預金 821 0 0 0 0

15,094,283 15,318,054 15,532,091 15,288,097 15,709,667

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

1,626,343 1,483,911 1,331,843 790,851 788,094

長期借入金 1,155,200 1,016,800 888,400 360,000 320,000

退職給与引当金 471,143 467,111 443,443 430,851 468,094

1,044,587 988,699 983,671 929,698 913,079

短期借入金 138,400 138,400 118,400 40,000 40,000

短期未払金 14,400 13,381 14,964 11,136 11,648

前受金 553,569 502,870 494,926 521,095 518,904

預り金 220,670 220,351 242,078 255,085 248,014

修学旅行費預り金 116,727 113,697 113,303 102,382 94,513

宇城奨学金預り金 821 0 0 0 0

2,670,930 2,472,610 2,315,514 1,720,549 1,701,173

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

11,898,145 11,969,576 12,174,062 13,273,618 13,815,936

30,000 60,000 60,000 60,000 60,000

207,000 207,000 207,000 207,000 207,000

12,135,145 12,236,576 12,441,062 13,540,618 14,082,936

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

288,208 608,868 775,515 26,930 △ 74,442

288,208 608,868 775,515 26,930 △ 74,442

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

15,094,283 15,318,054 15,532,091 15,288,097 15,709,667
負債の部、基本金の部及び消費
収支差額の部合計

消費収支差額の部

科　　　　　　　　目

翌年度繰越消費収支超過額

消費収支差額の部合計

第３号基本金

第４号基本金

基本金の部合計

科　　　　　　　　目

負債の部合計

基本金の部

科　　　　　　　　目

第１号基本金

負     債     の     部

科　　　　　　　　目

固定負債

流動負債

有形固定資産

その他の固定資産

流動資産

資産の部合計

資　　　産　　　の　　　部

科　　　　　　　　目

固定資産
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